一般的な経費勘定科目一覧表

	科目名
	消費税課税対象項目
	消費税非課税対象項目

	租税公課
	
	印紙、事業税、固定資産税、消費税の納付、県証紙

	荷造運賃
	国内発送運賃、小包
	国際運賃　

	水道光熱費
	水道料、電気代､ガス代、灯油代
	

	旅費交通費
	国内旅費、宿泊費、高速料金、バス･タクシー代
	海外旅費　

	通信費
	切手･はがき代、電話代、携帯電話料金、電報
	国際電話、国際郵便

	広告宣伝費
	新聞・ラジオ･テレビ広告料、チラシ、カレンダー
	

	接待交際費
	飲食代、ゴルフ接待、中元･歳暮、手土産代
	慶弔金（香典・祝儀等）、寄付金　

	損害保険料
	
	火災保険、ＰＬ保険、地震保険、倒産防止共済掛け金　

	修繕費
	建物、機械等にかかった修理代
	　

	消耗品費
	事務用品、包装費、トイレ用品、洗剤、茶葉他
	　

	福利厚生費
	慰労の為の食費、弁当、飲み物代、常備薬
	慶弔金（香典・祝儀等）、社会保険・労働保険の負担分　

	給料賃金
	通勤手当
	給料､ボーナス、退職金

	利子割引料
	
	支払利息、手形割引料

	地代家賃
	事業用家賃、駐車場代
	地代、住宅用家賃（事業主貸）　

	車輌関係費
	ガソリン、洗車、車検（一部）、修理費、オイル交換他
	自動車税、自動車保険、重量税、軽油税　

	支払手数料
	振込手数料、事務代行代、小切手発行手数料
	登記手数料

	リース料
	機械リース、コピーリース、車リース
	

	備品費
	１０万円未満の器具備品
	

	外注費
	外注加工費
	

	支払報酬
	税理士・会計士・弁護士等報酬
	

	貸倒金
	売掛金・債権の貸倒れ
	貸付金の貸倒れ

	減価償却費
	
	建物・工具器具備品・機械の償却費（決算時に計算）

	販売促進費
	物品の購入
	商品券、ビール券、プリペイドカード

	諸会費
	研修費
	商工会・組合の会費、青色申告会費

	雑費
	その他
	


· 租税公課のうち固定資産税は事業に使用している物にかかる税金が経費になります。（例：資材置き場・事務所の固定資産税）
· 国民健康保険、国民年金、所得税、事業主の生命保険は経費になりません。

※ １０万以上の工具・器具・備品・機械等は資産計上し、決算時に減価償却します。

